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２００９年１月２０日                              松江市 

 

 

松江市の質問に対する諸機関の回答について 
     － 安全性を中心に － 

 

 

                                       小林圭二 

 

Ⅰ 原子力安全・保安院の回答について 
 

１、制御棒の効きについて 

 

 プルトニウムはウランに比べ、中性子を減速の途中で吸収する確率が高く、また、減速後の中

性子（熱中性子）を吸収する確率も大きい。ウランとの違いを、プルサ－マル用ペレット単位で

比較すると、最大２０倍になる。その結果、プルサ－マルでは制御棒に吸収される中性子が減少

し効きが低下することが知られている。 

 本来、軽水炉でプルトニウムを使うなら、それに見合った原子炉の設計が求められる。たとえ

ば、フランスはプルサ－マル用の原発を特定の型に限定し、制御棒をウラン燃料時の５３本から

５７本へ４本増設する改造を行った。また、青森県大間で計画中の全ＭＯＸ用軽水炉（改良沸騰

水型軽水炉：ＡＢＷＲ）では、燃料集合体間隙を通常の沸騰水型軽水炉より２．５ミリ広くし、

制御棒周りで中性子減速効果を高めるとともに、一部の制御棒に吸収材として濃縮ホウ素（ホウ

素１０を約５０％濃縮）を採用するなどして制御棒の中性子吸収効果を増大させる設計になって

いる。 

 島根２号のプルサ－マルは、ウラン燃料を前提に設計された原子炉を、燃料集合体以外の構造

には一切手を加えずプルサ－マルに、いわば流用するものである。その結果、ＭＯＸ燃料集合体

を部分装荷するなど変則的な使い方をする。それでも、ウラン燃料炉心に課せられた設計基準を

満たせばいいとの判断となっている。 

 制御棒の効果が低下することは、「安全審査結果説明資料」（原子力安全・保安院）１６頁にお

いて、原子炉停止余裕の低下として示されている。そこでは「十分な余裕がある」という説明に

なっているが、その余裕は、「燃料集合体の配置を工夫する」など運用面で担保されるようになっ

ており、より確実なハ－ド面によってではない。 

 

２、出力のアンバランスに対する対応について 

 

燃料集合体間の隙間は水で満たされ熱中性子が多い。その結果、燃料集合体内でも最外周の燃

料棒は内側の燃料棒に比べ核分裂しやすい。その結果、燃料集合体内でも最外周の燃料棒ほど核

分裂しやすく内側は燃えにくく、燃料集合体内の燃料棒に出力のアンバランスを生ずる。また、

核分裂性物質プルトニウム２３９の熱中性子を吸収する確率がウラン２３５の約１．４倍大きく

核分裂しやすいため、そのアンバランスがＭＯＸ燃料集合体ではより大きくなる。特に、ＭＯＸ

燃料集合体がウラン燃料体と隣り合っている場合、隣接するウラン燃料から流入する熱中性子が

多くなり、アンバランスを大きくする。 

原子力安全・保安院（以下保安院）の回答によると、外側の燃料棒ほどプルトニウム富化度を

下げた燃料設計によりアンバランスを防止するとしている。そこで、アンバランスをもたらす要

因の一つである熱中性子の分布が燃料集合体境界周辺でどう違うか、ウラン燃料炉心の燃料集合

体境界周辺と、プルサ－マル炉心のウラン燃料集合体とＭＯＸ燃料集合体との境界周辺とを比較

して、わかりやすく図示していただきたい。 

また、燃料棒の上下方向にもプルトニウム富化度やウラン濃縮度を変化させていると思われる

が、典型例を代表的燃料棒毎に示して頂きたい。 
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島根２号のプルサ－マル炉心では、プルトニウムの多いＭＯＸ燃料集合体が炉心内に分散して

装荷される。炉心内のプルトニウム分布は、ウラン炉心に比べ局所的な変化が大きい。その結果、

炉心内の燃料集合体の間に出力のアンバランスが生ずる。アンバランスの低減は燃料配置の工夫

によって行うとされているが、これは運用に委ねるということであり、配置のミスを犯す可能性

は否定できない。配置ミスを想定した影響を、ウラン燃料とＭＯＸとの間で比較評価する必要が

あるのではないか。プルサ－マル炉心出はないが、現実に他国で配置ミスの例が報告されている

ので検討が必要である。 

 

３、プルトニウムスポットによる影響について 

 

（１）プルトニウムスポットの大きさについて 

 ＭＯＸ燃料とウラン燃料との違いは、ウランは単一物質であるのに対しＭＯＸ燃料はプルトニ

ウムとウランという異なる物質の混合物である。異なる物質を粉末状で混合する場合、完全な均

一に混ざり合うことはあり得ない。両物質の性質が異なる場合、単一物質にない問題を生む。Ｍ

ＯＸの場合、ペレット中に局所的にプルトニウム濃度の高い塊が残り、プルトニウムスポットと

呼ばれている。 

 プルトニウムスポットがもたらす安全上の問題は、一つは、保安院回答にあるように比較的大

きなプルトニウムスポットがペレット表面にある場合で、反応度投入事故時に燃料被覆管を破損

させる可能性がある。保安院の回答では、ベルギ－とフランスが採用しているペレット製造法（Ｍ

ＩＭＡＳ法）と英国が採用しているＳＢＲ法とでは大きな相違はないとされているが、サイズの

大きなプルトニウムスポットの有無に着目すればＳＢＲ法のほうが優れていることは、保安院回

答の第３図から明らかである。 

 

（２）ＦＰガス放出による燃料は損への影響について 

 プルトニウムスポットの影響については、まだ必ずしも解明されたとは言えない状況である。

プルトニウムはウランより核分裂しやすいため、核分裂生成物もより発生しやすい。したがって、

クリプトン８５など気体状の核分裂生成物（ＦＰガス）の発生率もウラン燃料より多い。そのガ

スが燃料棒の内圧を上げ、燃料の健全性を脅かす恐れがウラン燃料より高まる。 

 各国の実験デ－タを集めて燃焼の進んだＭＯＸペレットとウランペレットのＦＰガス放出率を

比較した図がある（会場で紹介、Y.Guerin et.al.,Int.Topical Mtg. on LWR Fuel Performance, 

Park City, Utah, 2000）。燃焼度４０Ｇｗｄ／ｔまでは両者に差がないが、それを越えるとＭＯＸ

ペレットからの放出率は急増し、ウランペレットの数倍になる。この傾向は保安院回答の第１図

でも裏付けられている。この原因がプルトニウムスポットに由来するのかどうか定かではない。

最近では、燃焼が進むとＭＯＸペレットのほうがウランペレットより高温になるからだという説

が浮上している。この説は、保安院回答の第２図と整合性がある。そうだとすれば、これはＭＯ

Ｘ燃料特有の問題であり、ＭＯＸペレットのＦＰガス放出率は、燃焼が進むにつれウランペレッ

トより増加の程度がより大きくなることを意味する。 

 ＭＯＸ燃料はウラン燃料よりＦＰガス放出が多い上に、アルファ線（ヘリウムの原子核なので

ガス状）の放出も多い。運転中、燃料棒の内圧上昇速度はウラン燃料棒よりはるかに速い。その

ため、ＭＯＸ燃料棒内のガス溜め体積はウラン燃料棒より大きく作られ、管内の初期封入ヘリウ

ムガス圧をウラン燃料棒の半分ほどに抑えて内圧が高くなりすぎないようにする。それでも、運

転途中でウラン燃料棒の内圧を追い越して上昇するため、ウラン燃料より早く取り出さねばなら

ない。 

 燃料棒内に最初からヘリウムガスを加圧封入するのは、熱伝達をよくして運転によるペレット

の発熱を被覆管を通じ逃がしやすくし燃料温度の上昇を軽減するためである。また、被覆管外の

高圧（約６０気圧）によって管が潰されないようにするためでもある。そのヘリウム加圧をウラ

ン燃料棒の半分に減らすことは、安全余裕を切り捨てることに他ならない。 

 

４、その他の問題 
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（１） 大地震時における原子炉の緊急停止等について 

 中国電力の評価を妥当だとし、その根拠に別添資料を挙げている。別添資料とは、「耐震安全性

評価 説明資料」（保安院）の４７頁の図を指すと思われるが、この図の意味がわかりにくい。特

に、横軸の燃料集合体相対変位と縦軸のスクラム速度とがどう関係するのか、わかりやすい説明

が必要である。 

 

（２） ＭＯＸ燃料の放射線毒性と被曝低減措置について 

 使用済ウラン燃料と使用済ＭＯＸ燃料の比較で、「両者の燃料集合体当たりのγ線および中性子

線の線量に大きな差はない」とされているが、４頁の図からすると、縦軸が対数になっているこ

とも合わせ、γ線はともかく中性子線は明らかにＭＯＸ燃料の方が強い。 

 

（３） 日本におけるＭＯＸ燃料の使用実績（安全審査結果説明資料、５頁（表紙を除く）） 

 敦賀１号（ＢＷＲ）、美浜１号（ＰＷＲ）の少数体試験を挙げるなら、それぞれの燃焼度を明示

して、現在計画中のプルサ－マルとの条件の違いを明らかにすべきである。 

 また、そのとき敦賀で使われたＭＯＸペレットは中心部に穴を開けて中心温度の高温を避けた

ものであり、現在計画中のＭＯＸペレットと仕様がまったく異なるため、実績とは言えない。 

 

（４） 出力の安定について（安全審査結果説明資料、１８～１９頁） 

 出力が急激に変動したとき、「ＭＯＸ炉心のほうが出力が元に戻ろうとする力が強い」と書かれ

ているが、この性質は安全だけではない。出力を自動制御している状態では、元に戻ろうという

力が強いほうが元に戻ったあとのオ－バ－ランも大きく、出力振動の振動幅が大きくなり、安定

度を悪くする。振動の減幅比をウラン炉心とＭＯＸ炉心とで比較した資料を示すべきである。 

 １９頁の発電機負荷遮断時の出力の解析結果の説明では復元力だけが強調されているが、ＭＯ

Ｘ炉心の方が出力上昇速度が早い上に出力ピ－クも大きい。動特性において、ＭＯＸ炉心の方が

ウラン炉心より危険側であることを示している。 

 

 

Ⅱ 原子力安全委員会の回答について 
 

１、各国のＭＯＸ燃料の仕様について 

 

 プルトニウム含有率、プルトニウム富化度などに対する諸外国の制限値が日本の制限値より低

く定められている理由について、回答では、「各国のＭＯＸ燃料使用に係わる安全評価基準を設定

した経緯等の資料は承知しておりません」と答えている。 

日本の原子力安全委員会は、「発電用軽水型原子炉施設に用いられる混合酸化物燃料について」

（平成７年、以下、「１／３ＭＯＸ報告書」）において、 

① ＭＯＸ燃料ペレットのプルトニウム含有率（核燃料物質中の全プルトニウムの濃度、重

量％）を１３％以下、 

② プルトニウム富化度（核燃料中の核分裂性プルトニウムの濃度、同）を８％以下、 

③ 燃料集合体最高燃焼度を４５ＧＷｄ／ｔまで、 

④ ＭＯＸ燃料の炉心装荷率を１／３まで 

という制限を設けている。このうちプルトニウム含有率と富化度の制限値が、諸外国に比べ突出

して高い。たとえば、現在、世界で最も多数の原発でプルサ－マルを実施しているフランスの場

合、ペレットのプルトニウム含有率を７．０８％以下に制限している。最も制限値の高いベルギ

－でも８．２％とされている。プルトニウム含有率が高ければ、熱的条件がきびしくなったりペ

レットからのＦＰガス放出率が高くなり燃料被覆管の内圧を高めたりするなど安全上の問題を大

きくする。 

これら諸外国は、日本よりかなり前からＭＯＸ燃料の使用経験を有している。原子力安全委員

会は、制限値を決定する際に諸外国の規制基準をどこまで調査したのか疑問であり、調査不十分

の結果日本の基準が突出したとすれば慎重さを欠いていると言わざるを得ない。 
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２、わが国の安全評価検討範囲について 

 

 「１／３ＭＯＸ報告書」策定の根拠とされたＭＯＸ燃料使用実績及び試験結果（特にＢＷＲ）

について、回答は、ウラン燃料と異なる破損事例の報告がなかったことに加え、日本における新

型転換原型炉ふげん、日本原子力発電の敦賀１号炉で照射された燃料集合体２体の照射後試験結

果を挙げ、「ウランペレットと顕著に異なるところは見られない」としている。 

 しかし、ふげんのＭＯＸ燃料のプルトニウム富化度はわずか２％にすぎず、燃焼度も集合体平

均最大４０ＧＷｄ／ｔである。敦賀１号で照射された燃料は、ペレットのプルトニウム含有率が

最大６．２％、燃焼度は最大２６．４ＧＷｄ／ｔにすぎない。そのうえ、敦賀１号のＭＯＸペレ

ットは、安全性を高めるため中空になっており、島根２号プルサ－マルで予定されているペレッ

トと形状がまったく異なる。「１／３ＭＯＸ報告書」で定められたプルトニウム含有率およびプル

トニウム富化度の制限値はもとより、島根２号が当面計画しているプルトニウム含有率１０％以

下、燃焼度４０ＧＷｄ／ｔ以下よりはるかに条件が甘い。これらの試験結果から「ウラン燃料と

同一」と判断することはできず、制限値を決める根拠にはなりえない。 

 「１／３ＭＯＸ報告書」、後に出された「改良型沸騰水型原子炉における混合酸化物燃料の全炉

心装荷について」（平成１１年、原子力安全委員会、以下「全ＭＯＸ報告書」）および今回の回答

のいずれを見ても、上記制限値を決めた根拠となる試験結果が明らかでない（あるいは存在しな

い）。 

 たとえば、ＭＯＸ燃料の熱・機械設計について、「１／３ＭＯＸ報告書」にはウラン燃料用の設

計手法（解析コ－ド）をＭＯＸにも適用できるとする根拠の試験結果が書かれていない。後の「全

ＭＯＸ報告書」によると、ペレット燃焼度は６３ＧＷｄ／ｔまでの、プルトニウム含有率は６．

４％までの、いずれも試験炉による照射結果（実炉では敦賀１号の６．２％まで）が使われたと

されているが、制限値の半分までにすぎない。 

 核設計手法についても、「１／３ＭＯＸ報告書」は、ＭＯＸ炉心に対する適用性を証明する実験

デ－タの出所を具体的に挙げていない。後の「全ＭＯＸ報告書」にはベルギ－のＶＥＮＵＳなど

３個所の臨界実験装置による実験結果が検証に使われたとされているが、フルトニウム含有率は

７％が最高であり、制限値の１３％を検証するには遠く及ばない。 

 以上より、ＭＯＸ燃料に係わる制限値の妥当性がどこまで実証されているのか疑問である。諸

外国がいずれも日本より厳しい制限値を設けていることを考えれば、日本の制限値の妥当性を実

証的に検証することは重要な課題である。 

  

 世界のＭＯＸ燃料使用実績は大部分が加圧水型軽水炉（ＰＷＲ）であって、沸騰水型軽水炉（Ｂ

ＷＲ）は、燃料集合体数にして約２０％、原発基数にして約２５％にすぎない。そのうち現在も

プルサ－マルを続けている原発は、加圧水型３３基に対しＢＷＲはドイツの２基にとどまる。 

 

 

Ⅲ プルサ－マルの必要性について 
 

 プルサ－マルの必要性については、 

⑤ ウラン資源の有効利用 

⑥ 余剰プルトニウムを持たないという国際公約の実行 

の２点がよく聞かれる。これ以外に、高レベル放射性廃棄物量の低減を挙げるところもあるが、

これはプルサ－マル自体とは直接関係ないこと。 

 

１、プルサ－マルはウラン資源の有効利用にならない 

 

 資源的にプルトニウム利用が意味を持つのは高速増殖炉である。軽水炉で利用するプルサ－マ

ルに資源上の利点がないことは原子力界の常識である。 

 高速増殖炉では、理論上、天然のウラン資源の数十％程度を利用できるとされている。濃縮ウ
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ランを燃料とする軽水炉（熱中性子炉）のウラン利用率は０．５％程度なので、その百倍程度に

なる。それに比べプルサ－マルでは、使用済ＭＯＸ燃料のリサイクルを無限回繰り返しても、約

１％にすぎない。それは現実には不可能で、せいぜい０．６％どまりだろう。つまり、プルサ－

マルをやってもウラン資源利用率は０．１％ほどしか向上しない。この利得も、プルサ－マルの

ために必要な再処理工場やＭＯＸ燃料製造工場などの建設や運転等への追加投入分の資源量を差

し引けば、はたして正味の資源増加が残るのか、極めて疑問である。 

プルサ－マルに資源上の利点が乏しいことは原子力界ではよく知られている。だからこそ、１

９６１年の国の第二回原子力開発利用長期計画で国策に挙げられながら、その後１９９０年代中

頃までの三十数年間、電力会社も国もプルサ－マル実施への具体的動きを始めなかったのだ。そ

れでも日本が軽水炉の使用済燃料をすべて再処理することにしたは、高速増殖炉の燃料にするた

めである。 

１９９７年初め、突然、全電力会社でプルサ－マル実施への具体的動きが始まった。１９９５

年の年末、高速増殖炉もんじゅの事故によって高速増殖炉開発が頓挫し、再処理の目的を失った

からである。これまで高速増殖炉の燃料資源と位置づけられていた軽水炉使用済燃料の処分問題

が表面化し、国の原子力政策の破綻が露わにされたのである。 

プルサ－マルとは、資源問題とは無関係に、プルトニウムの新たな用途を創り出すことによっ

て政策の破綻をつくろい、そのツケを原発立地に押し付けるものに他ならない。 

 

２、「余剰プルトニウムをもたない」の矛盾 

 

 余剰プルトニウムをもたないためという理由は、一応筋が通っているように見える。ところが、

一方で青森県六ヶ所再処理工場の稼働を急ぎ、今後、毎年多量のプルトニウムを分離しようとし

ている。余剰プルトニウムの保有を避けたいなら再処理工場は稼働すべきでない。矛盾は明らか

で、一体何が目的なのかわからない。 

 

 

Ⅳ 高速増殖炉について（資源エネルギ－庁の回答に関連して） 
 

 日本の原子力政策は高速増殖炉開発を中心に据えてきた。国の「原子力立国計画」では２０５

０年より前の実用化を目的に、開発のスケジュ－ルが作られている。しかし、これが実現できる

とは思われない。 

 世界で最初の原発建設に手をつけた米国は、今日の軽水炉ではなく高速増殖炉だった。その後、

六十数年が経っている。米国に続き欧米各国が開発にしのぎを削ってきたが、現在も実用化され

ていない。理由を挙げると、 

 

（１） 危険性が大きい 

① 炉心の特性が軽水炉と逆で暴走しやすい性質 

② 冷却材として危険物ナトリウムを大量に使用する（もんじゅで約１６００トン） 

③ 熱対策が必要とされる結果、構造的に地震に弱い 

④ 燃料に放射能毒性の強いプルトニウムを大量に使う 

 

（２） 経済性に疑問 

① 建設費が高い（単位出力当たり、もんじゅで軽水炉の約５倍） 

② 運転費が高い 

③ 核拡散防止対策などの対策がかかる 

 

（３） 核兵器拡散につながる 

  高速増殖炉では、核兵器の原料に最も適した超核兵器級プルトニウムが自然に作られる。ブ

ランケットと呼ばれるほとんど燃焼しない領域で作られるため、核分裂生成物（通称「死の灰」）

の生成が非常に少なく、再処理も容易である。資源に目を奪われ高速増殖炉建設に手を出す前
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に、倫理上の大問題が存在する。 

 

（４） 世界はすでに高速増殖炉開発から撤退している 

① 米国は１９８３年に撤退 

     最初に撤退へ舵をきった理由は核兵器の開発や拡散につながる危険（１９７０年代） 

② 英国は１９８８年に撤退を決定 

   １９９４年に高速増殖原型炉の廃止により撤退完了 

③ ドイツは１９９１年に撤退 

     高速増殖原型炉を完成していたが一度も動かさずに廃炉 

④ フランスは１９９２年に撤退を決定 

   世界唯一の高速増殖実証炉（ス－パ－フェニックス炉）は１９９８年廃炉に決定 

高速増殖原型炉フェニックス炉は２００９年廃炉で廃止 

⑤ ロシア 

   燃料が濃縮ウランであり、高速増殖炉ではない。 

⑥ インド 

   軍事用（２００６年米印原子力合意が証明）であり対象外 

 

（５） 米国とフランスの新しい動きの実体 

２００６年年頭の両国大統領演説で登場した構想は、高速増殖炉ではなく放射性廃棄物処分

対策として一部の廃棄物を焼却するための高速炉である。エネルギ－資源目的の日本の計画と

は異なる。米国の構想（ＧＮＥＰ）は現在勢いを失っており、財政危機とオバマ新政権の誕生

で消滅する可能性が高い。 

 

（６） 日本の実証炉、実体は二つ目の原型炉 

  「原子力立国計画」によると、日本では２０２５年までに高速増殖実証炉（もんじゅの次の

開発段階の炉）の実現が計画されている。本来、実証炉は、原型炉もんじゅの設計と実績を基

礎により実用に向けて改良された設計となるが、現在構想されている実証炉の概念はもんじゅ

と大きく異なり、事実上第二の原型炉と言うべきものである。 

  実証炉の最大の設計目的は、もんじゅの建設費が高すぎるため、設計を根本的に変更しなお

し、建設コストを大幅に削減することである。そのため冷却系ル－プ数をもんじゅより減らし

て２ル－プにし、配管構造を抜本的に変更し、ポンプと熱交換器とを一体構造にするなど、多

くの未知で複雑な開発が要求される概念が提唱されている。その結果、もんじゅに比べても安

全性が低下することはまちがいなく、これで実用化するとは思われない。 

  これまで実験炉常陽と原型炉もんじゅに１兆４２００億円使われてきた（２００８年４月８

日付政府答弁書による。燃料製造関係を含む、再処理関係費は含まず）。現在の日本の財政事情

と医療や社会保障関係予算の削減による混乱状況を見ると、いつまでも実用化しない高速増殖

炉計画に、今後も巨費を出し続けることは賢明でない。日本も開発から手を引くべき時だと思

う。 

 

 

   

 

  

 

  

 

             


